
聴講者
募集

【担当】富士市役所都市整備部 都市計画課(電話 0545-55-2904／FAX 0545-51-0475)

2023年７月25日 （火） 14:00～17:00

「ふじＭａａＳ推進協議会」の設立を記念して、ＭａａＳに取り組む意義・効果を
事業者、市民等に幅広く周知するため、設立記念セミナーを開催します。

日時
 会場 富士市文化会館 ロゼシアター 第２会議室 （静岡県富士市蓼原町1750番地）

 定員 80名（先着順）  参加費 無料

富士市からの報告
14:00〜14:20
富士市の公共交通とＭａａＳ推進について（富士市都市計画課）

講 演
14:20〜15:20
「ＭａａＳの最新の動向と今後の展望について」

（一財）計量計画研究所
理事兼企画戦略部長 牧村 和彦 氏

15:30〜16:00
「ＭａａＳの取組への支援等について」

経済産業省関東経済産業局 航空宇宙・自動車産業室 係長 小川 拓真 氏
16:00〜16:30
「ＡＩオンデマンド交通について」

ネクスト・モビリティ株式会社

申込
方法

▲電子申請フォーム

＜主催＞ 富士市

７月１８日（火）までに、以下の電子申請フォームからお申し
込みください。事業者ごとの申し込みが可能です。
https://logoform.jp/form/5KXT/302333
右ＱＲコードからもお申し込みいただけます。

 対象者 富士市に在住・在勤・在学の方

「ＭａａＳ」とは、Mobility as a Serviceの頭文字をとったもので、様々な公共交通モードを、
ITを用いてシームレスに結びつけ、人々が効率よく、かつ便利に使えるようにするサービスのこと。

ＡＩオンデマンド交通やカーシェア、自動運転等の活用が想定され、地域が抱える課題の解決に
繋がることから、国を挙げてその取組を推進しています。

1990年 一般財団法人計量計画研究所（ＩＢＳ）入所。
筑波大学客員教授、神戸大学客員教授、南山大学非常勤講師。
一般社団法人ＪＣｏＭａａＳ理事、一般社団法人日本モビリティマネジメント会議理事。
将来の交通社会を描くスペシャリストとして活動。
内閣官房未来投資会議、官民連携協議会等に参加。経産省スマートモビリティ推進協議
会アドバイザリーボード委員、国土交通省ＭａａＳ委員会の臨時委員、国土交通省ユニ
バーサル社会におけるＭａａＳの活用方策についての研究会委員、国土交通省バスタプ
ロジェクト推進検討会委員等を務める。

事業者用



ふじＭａａＳ推進協議会
富士市が事務局として、最新情報の提供など事業者をサポート

セミナー開催やウェブサイト等による最新情報の提供・共有、ビジネスマッチング、
ふじＭａａＳ事業のプロジェクト化及び成果の共有、課題抽出 など

多分野の民間事業者、行政機関、支援機関等

会員・オブザーバーとして参画
（情報共有等）

最新情報の提供、ビジネスマッチングの場、
ふじＭａａＳプロジェクト化等

「ふじＭａａＳ推進協議会」は
「ふじＭａａＳ」に取り組む事業者をサポートします 

情報を知りたい 
イベント情報は 
まずは相談したい 

 セミナーの開催
 ウェブサイト等による情報提供
 補助制度や支援メニューの紹介
 ビジネスマッチング
 ネットワーク構築・プロジェクト化

協業できる企業を探している
自社単独では難しいと感じている

※「ふじＭａａＳ」
ＩＣＴやＡＩ等のデジタル技術や交通資源、地域資源等を有効活用し、移動の観点から富士地域

の課題解決に資する取組をいいます。

「ふじＭａａＳ推進協議会」 概要

 国や研究機関等と連携して、ＭａａＳに関する情報提供やセミナーを開催
 企業等連携を促進するための推進体制を構築し、「ふじＭａａＳ」の推進に向けた事業者同士のつながりを促進
 会員制度の設置・運用 【会費 無料】

協議会規約に賛同する事業者、研究機関・団体、産業支援機関・団体、行政機関等を対象

ＭａａＳに関する最新情報や事務局が収集したイベント情報等の提供
会員参加を優先するセミナー等の開催とその情報提供
会員の情報や会員間での情報共有可能な場の提供
事業者等の紹介、橋渡し、マッチング等の支援

ふじＭａａＳ推進協議会
ウェブサイト等を通じて
情報等の提供・共有

・集約・連携型都市づくりの推進 ・移動しやすい都市を望む市民への声の対応
・地域公共交通の維持・活性化 ・ＳＤＧｓ・デジタル化の推進とゼロカーボンシティの実現

地域の
抱える

主な課題

持続可能な公共交通体系を構築

「ふじＭａａＳ」の推進

・異業種連携等による経済の好循環
・利用者の立場からの利用環境の改善

会
員
特
典

・ＡＩオンデマンド交通システムの導入
・自動運転レベル４の公道実証運行

・新たなモビリティサービスの導入
・交通事業者の業務生産性向上

etc.


